
１　施策の位置づけ

２　施策の評価 ※別紙成果指標あり（合計特殊出生率、年間出生数）

件

件

３　主な取組

1

記号

2

2

記号

5

5

5

5

5

3

記号

5 5

6 5

7 5

４-１　施策の評価・検証　（住民福祉課）

　出産・子育て安心ネットワーク事業負担金 住民福祉課 維持

出産祝金 教育委員会

事務事業名 担当課 成果

産後ケア事業委託料 住民福祉課 維持

妊婦歯科検診補助金 住民福祉課 維持

住民福祉課 維持

母子保健の推進

維持 Ａ

Ａ

総合評価

子育て世代包括支援センターと連携し、妊娠期、出産期、乳幼児期等の子どものライフステージに
応じた母子保健事業

維持

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

重点化

維持 Ａ 　

　

妊娠・出産へ向けた経済的な支援 総合評価

　

　

住民福祉課

事務事業名 担当課 成果

14婚姻件数（統計）

　

経済的な問題により、妊娠・出産を断念することがないよう、妊娠・出産時に経済的な支援 Ａ

コスト 評価

妊婦一般健康診査県外受診補助金 住民福祉課 維持

　

維持 Ａ

妊産婦福祉医療給付 住民福祉課 維持 維持 Ａ 　

　

　

維持 Ｂ 　

5 1 1 1 10

産婦健診県外受診補助金 住民福祉課 維持

維持

維持

不妊治療助成事業補助金

結婚へ向けた支援

重点化コスト

事務事業名 成果

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 １．出産・子育ての希望を叶える環境づくり

主要施策 １－１．結婚・妊娠・出産がしやすい支援の強化を図ります

担当課
R6

目標値

H30 R1 R2 R3 R4 R5
指標（ＫＰＩ）

単
位

基準値 達成値

事業構成の適正
妊産婦の福祉医療給付を開始。子どもを望む方への助成制度の拡充が図られた。本人
や家族を支えられる経済的な負担軽減や取組が行われている。

事業の重点化
安心して出産が迎えられるようネットワークを活用した事業の実施。

評価視点 評価コメント

維持 Ａ

　

　

　

評価

維持

Ａ 　

　

Ａ

企画財政課

担当課

15 11 15 19

里帰り出産時の
産婦健診受診費補助

総合評価

若い世代に対し、結婚について考える機会や出会いの場を設ける等、結婚のきっかけづくり Ｂ

コスト 評価 重点化

拡大

　

結婚相談事業

Ａ



４-２　施策の評価・検証　（教育委員会）

４-３　施策の評価・検証　（企画財政課）

事業の重点化
　結婚相談事業について、コロナ禍の状況に合わせたイベントの開催などの工夫によ
り、マッチング事業の村民の会員数増を目指すとともに、会員の満足度向上と、成婚
数の増加を図る。

事業構成の適正
出産祝金は、出生数により実施件数が決定するが、出生数が減少しているため、出生
数を増加するための新たな取り組みの検討が必要。

事業の重点化
出産祝金事業について、制度内容のブラッシュアップも検討するとともに、定住促進
目的であるが、経済負担の軽減も含めた子育て支援としてもPRを行うことが必要。

評価視点 評価コメント

評価視点 評価コメント

事業構成の適正
　地域おこし協力隊により事業を進めた。婚姻件数は、前年度に比べ増加しており、
引き続き結婚相談事業を進める。
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企画財政課細節名称結婚相談事業

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

②移住婚 ②

活動指標

事業費

➀ながの結婚支援ネットワーク ➀ながの結婚支援ネットワーク

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 ながの結婚支援ネットワークのマッチングシステム活用、婚活イベントの実施等

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②婚活イベントの開催

2 年度 所 管 課

③個別相談 ③個別相談 ③

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 １．出産・子育ての希望を叶える環境づくり

主要施策 １－１．結婚・妊娠・出産がしやすい支援の強化を図ります

対 象 朝日村（村外近隣在住者含む）結婚適齢期の独身男女 補助単独 0

あさひ保育園

事 業 名 称

概 要

目 的 朝日村在住適齢期の独身男女に対して結婚の機会が増えるようなサポートを行う 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 婚姻係数の増加

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 相談者の婚姻成立件数 単位 0 相談者の婚姻成立　0

そ の 他 特 財

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

ながの結婚支援ネットワークへへの加入マッチン
グ
出会いイベントの計画を行うも、コロナ禍の影響
等により、思うようなイベントが実施できなかっ
た。

長野結婚マッチングシステムへ加入し、21名の方
が利用。コロナ禍の影響でイベント等は開催でき
なかった。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

朝日村近隣の村外在住者からは積極的にネット
ワークを活用した相談等があるが、村内会員の
相談（活動）が鈍い。

コロナ禍で、満足にイベントを行うことが出来てい
ない。代替となるイベントの開催方法など検討し
ていく必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｂ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

157令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

「移住婚」を新しいテーマとして取り上げ、村民の
加入者を増やすとともに、活動数（マッチングシス
テム利用回数）を増加させることで、成婚数の増
加につなげる。

継続して事業を行う。また、コロナの様子を見な
がらイベント等を開催し、会員の満足度の向上と
成婚数の増加に繋げていく。

件 単位目標値 相談者の婚姻成立件数　１ 単位 件 相談者の婚姻成立件数　１ 単位

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）
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補助金細節名称不妊治療助成事業補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀助成金支払い 400 ➀助成金支払い 651

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 助成金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 １．出産・子育ての希望を叶える環境づくり

主要施策 １－１．結婚・妊娠・出産がしやすい支援の強化を図ります

対 象 不妊治療を希望する夫婦 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 出生数の増加 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 不妊治療を行っている夫婦の精神的・経済的負担の軽減を図る。

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 7 単位 件 7

そ の 他 特 財

一 般 財 源 400 一 般 財 源 651 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・例年5件ほどの申請があるが、令和2年度はコロ
ナウイルス感染症のために、不妊治療を積極的
に行わない夫婦が多く、申請件数が例年より減っ
た。
・不妊治療申請は予見できないため、多めに計

・令和３年度は４件の申請があり、例年通りの申
請数であった。
・不妊治療は予見できないため、多めに計上。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

令和2年度はコロナウイルス感染症のために、不
妊治療を積極的に行わない夫婦が多いと想定さ
れる。

今後の新型コロナウイルス感染症の感染状況に
より、申請数が前後すると考えられる。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 1,400 予算額 1,400 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

2令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,400 一 般 財 源 1,400 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・200,000×7件計上。 ・200,000×7件計上。

単位目標値 7 単位 件 7 単位
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補助金細節名称妊婦一般健康診査県外受診補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標 妊娠・出産に向けた経済的な支援

事業費

➀補助金 32 補助金 17

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 補助金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 １．出産・子育ての希望を叶える環境づくり

主要施策 １－１．結婚・妊娠・出産がしやすい支援の強化を図ります

対 象 里帰り等の理由により県外で受診することが適当であると認められた妊婦 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 出生数の増加 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 県外で妊婦健診を受ける者への補助

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 1 単位 人 1

そ の 他 特 財

一 般 財 源 32 一 般 財 源 17 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 人 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

県外での妊婦一般健康診査は公費対象にならな
いが、里帰り出産を希望する妊婦への補助を行
うことによって、出生数の向上につながった。令
和２年度は１件の補助。

県外での妊婦一般健康診査は公費対象にならな
いため、里帰り出産を希望する妊婦への補助。
令和3年度は1件の補助。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍において、里帰り出産を選択する妊婦が
減る可能性あり、産後のフォロー家庭が増える。

里帰り出産を希望する妊婦の把握。産後の育児
体制に影響するため。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 127 予算額 127 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

4令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 127 一 般 財 源 127 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

申請時に支払いできるように計上しておく。一人
分。

申請時に支払いできるように1名分計上。

人 単位目標値 1 単位 人 1 単位



【朝日村第６次総合戦略】 1 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称産後ケア事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀補助金 48 補助金 216

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 補助金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 １．出産・子育ての希望を叶える環境づくり

主要施策 １－１．結婚・妊娠・出産がしやすい支援の強化を図ります

対 象 出産に係る入院等が終了する日から起算して30日間にある母子 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 産後うつを予防する 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 心身ともに不安定な産婦が事業を利用できる

➀

6
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 1 単位 人 1

そ の 他 特 財

一 般 財 源 48 一 般 財 源 216 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

168

単位 人 単位

42 そ の 他 特 財 48

取組内容
と成果

・契約医療機関にて、育児手技の確認や産婦の
心身状態の確認・支援等が助産師等から受けら
れる。利用期間は最大7日間。
・R2年度に初めて利用申請があり、１件助成を
行った。

・令和3年度の申請件数は、2件。新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、育児協力が得られな
い等の理由から育児不安の高い人が多く、申請
者が多かった。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍で、産後の育児支援者がおらず、利用す
るケースが増える可能性がある。

コロナ禍が続くと、育児協力が得られず、今後も
利用するケースが増える可能性がある。この事
業は、産後1か月までしか利用できない。産後1か
月以降も産後うつのリスクは高いため、期間を延

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 252
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 368 予算額 504 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

5令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 168 一 般 財 源 252 一 般 財 源

そ の 他 特 財 200 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

2名分計上。 3名分計上。

人 単位目標値 2 単位 人 3 単位



【朝日村第６次総合戦略】 1 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称妊婦歯科検診補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀補助金 20 ➀補助金 6

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 補助金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 １．出産・子育ての希望を叶える環境づくり

主要施策 １－１．結婚・妊娠・出産がしやすい支援の強化を図ります

対 象 健診診査日において村内に住所を有する妊婦 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 妊婦の健康管理の向上を図る 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 歯科検診受診率50％

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 受診率50 単位 ％ 受診率50％

そ の 他 特 財

一 般 財 源 20 一 般 財 源 6 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ％ 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・歯科医の下で検診を行い、費用を補助する。
・令和2年度新規事業。妊婦24名中、7名の申請
（29％）

・妊婦の歯科検診の費用を補助する。
令和3年度妊婦24名中3名の申請。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

妊娠期における歯科保健は重要であるが、受診
者数が少ない。指導方法を変更すべき。

新型コロナウイルスの罹患が怖いという声が聞
かれた。妊娠期の歯科検診の重要性を再周知す
る必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 90 予算額 90 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

6令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 90 一 般 財 源 90 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

全妊婦に受診していただくことを前提に補助金
3000円×30人で計上。

全妊婦に受診していただくことを前提に補助金
3000円×30人で計上。

％ 単位目標値 受診率50 単位 ％ 受診率50 単位



【朝日村第６次総合戦略】 1 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

件 単位目標値 分娩受け入れ医療機関の廃業０ 単位 件 分娩受け入れ医療機関の廃業０ 単位

7令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 74 一 般 財 源 93 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・会議への参加
・広報・周知

・会議への参加
・市民公開講座等の広報・周知

財源

（千円）

予算額 74 予算額 93 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

共通診療ノートも浸透してきている。課題は特になし。特になし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

分娩医療機関の負担軽減を図るため、妊婦健診と分娩をする医

療機関を分け医療機関負担軽減、出産しやすい環境調整等

・広報活動

・（妊婦健診と分娩を受け持つ医療機関の情報交換）共通診療

ノートの作成・配布

分娩医療機関の負担軽減を図るため、妊婦健診と分娩をする医

療機関を分け医療機関負担軽減、出産しやすい環境調整等

・広報活動

・（妊婦健診と分娩を受け持つ医療機関の情報交換）共通診療

ノートの作成・配布

目標実績値分娩受け入れ医療機関の廃業０ 単位 件 分娩受け入れ医療機関の廃業０

そ の 他 特 財

一 般 財 源 74 一 般 財 源 89 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 １．出産・子育ての希望を叶える環境づくり

主要施策 １－１．結婚・妊娠・出産がしやすい支援の強化を図ります

対 象 朝日村に住所を有する妊産婦 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 松本地域の産科医療体制の崩壊を防ぎ、安心して地域で子を産み育てることができる 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 分娩受け入れ機関の廃業０件

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 負担金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②会議参加

2 年度 所 管 課

③ ③市民公開講座の開催 ③

負担金細節名称出産・子育て安心ネットワーク事業負担金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②会議参加 ②

活動指標

事業費

➀負担金支払い 74 ➀負担金支払い 89


